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なされることがある。たとえば，ぺートン親子（W. A. Paton & W. A. Paton
Jr.）の著書には，「社債利子控除前利益」をもって Net Incomeとする損益
計算書のひな型が掲げられている。２）同じようなことは，EBIT（Earnings











５４ 松山大学論集 第２４巻 第４－１号
ところで，アメリカ会計学会のモノグラフ No.３，ぺートン・リトルトン（W.



























































































































































































































































売 上 高 １０，０００
材 料 費 ４，０００
付 加 価 値 ６，０００
付加価値分配額
賃 金 ・ 給 料 ２，０００
賃 借 料 等 ２，２００
減 価 償 却 費 ２３０
支 払 利 子 ３００
税 金 ７００
配 当 金 ７０




自 年 月 日 至 年 月 日
 粗付加価値産出高の計算
 生 産 高 １０，０００
 前 給 付 価 値
１ 材 料 費 ３，０００
２ 製 造 経 費 ５００




１ 人 件 費（労働分配高）
１）製造関係人件費 １，５００
２）販売・一般管理関係人件費 １，０００ ２，５００

































































１ 人 件 費（労働分配高）
２ 租 税 公 課（社会分配高）
３ 地代・賃借料・金融費用・配当金（資本分配高）
４ 社 内 留 保















自 年 月 日 至 年 月 日
 粗付加価値算出高
 生 産 高 xxxx
 前 給 付 価 値
１ 材 料 費 xxxx
２ 製 造 経 費 xxxx
３ 販売費および一般管理費 xxxx xxxx xxxx（１００％）
 粗付加価値分配高
 人 件 費（労働分配高） xxxx（％）
 租 税 公 課（社会分配高） xxxx（％）
 地代・賃借料・金融費用・配当金（資本分配高） xxxx（％）
 社 内 留 保（資本分配高）
１ 減価償却費 xxxx












































概念報告書」第１号（財務報告の目的）（Statements of Financial Accounting Concepts No.１
Objectives of Financial Reporting by Business Enterprises１９７８）は「現在および将来の投資家，
債権者その他の利用者の合理的な投資，融資その他の意思決定に資する有用な情報を提供」
することをもって「財務報告の目的」としており（３４項），また「IASCのフレームワーク」
（Framework for the Preparation and Presentation of Financial Statements１９８９・２００１）は「財務





２）W. A. Paton & W. A. Paton Jr. ; Corporation Accounts and Statements１９５５p.３８２
３）EBITと並ぶプロ・フォーマ利益であって，アメリカでみられる EBITDA（Earnings Before
Interest, Tax, Depreciation and Amortization）という名の利益は，一部は企業主体理論的概
念，また一部はキャッシュ・フロー的な観念による利益概念ということができるであろう。

























また，ぺートン・リトルトンの「序説」にある Public Aspects of Corporate Administration
の記述からは，むしろ，企業体理論を感じさせるものがあるように思われる。ぺートン親
子の著書の Net Incomeからは，企業主体理論を感じるのであるが。
６）E. Schmalenbach ; Dynamische Bilanz３Aufl. S.６８,４Aufl. S.９４,７Aufl.９４,（第３版の表題







８）Paton/Littleton op. cit. p.３ 中島訳 p.４
９）企業体理論を根拠とする付加価値会計は，周知のとおり，アメリカでは，スジャーネン
（W. W. Suojanen）にみられるところであるが，付加価値概念そのものは，ヘンドリクセン











































































































１８）青木・後藤・山上編 前掲書 p.２１３ 山上達人教授稿による。
１９）同上書 pp.２１１～２１２ 山上達人教授稿による。なお，配当金・社内留保を含む剰余金処
分項目は，これを上掲の付加価値計算書の資本分配高に含める考え方も成り立つ。それは
ドイツの創造価値計算書のひな型にもみられる。（同上書 p.１５０）飯田修三教授稿による。
（２０１２．９．３０）
（追記）
本稿は，筆者の記憶にある知識と手元にある文献・資料のみに基づいて執筆し
たもので，松山大学の図書館にまで出向いて文献・資料の検索をする余裕のない
ままに執筆した充たされぬ思いの残る論文ですが，宍戸教授とは，共に大学法人
の仕事をしたご縁から，餞別代わりに，あえて書かせて頂いた拙稿・拙論です。
損益会計へのアンチテーゼ ７３
